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東かがわ市介護支援専門員研修受講費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、介護支援専門員及び主任介護支援専門員（以下「介護支援専門員等」とい

う。）の確保及び維持を図るため、介護支援専門員等の資格の取得及び更新に係る経費の一部

を補助することについて必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業者） 

第２条　補助金の交付対象となる者は、市内の介護保険法(平成９年法律第123号)に基づくサー

ビスを提供する事業所又は施設(以下「事業所等」という。)のうち、次の各号のいずれかに該

当する事業所等を有する事業者（以下「補助対象事業者」という。）であって、市税又は市に

納付しなければならない分担金、使用料、加入金、手数料若しくは過料その他の市の歳入（以

下「市税等」という。）を滞納していないものとする。 

(１)　居宅介護支援事業所 

(２)　特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業所 

(３)　小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護及び看護小規模多機能型居宅介

護に係る地域密着型サービス事業所 

(４)　介護老人福祉施設 

(５)　介護老人保健施設 

(６)　介護医療院 

(７)　介護予防支援事業所（地域包括支援センターを除く。） 

(８)　介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業所 

(９)　介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係る地域

密着型介護予防サービス事業所 

（補助対象研修） 

第３条　補助金の交付対象となる研修は別表に定めるものとし、第６条に定める補助金の交付

申請を行う時点において、現に補助対象事業者に直接雇用されている者又は雇用が確定し介

護支援専門員としての業務に従事予定である者（以下「従業者」という。）が受講し、修了し

たものとする。 

（補助対象経費） 
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第４条　補助金の交付対象となる経費は、補助対象事業者が負担した補助金の交付を申請する

年度内に実施した補助対象研修に係る受講料及びテキスト代（以下「受講料等」という。）と

する。 

２　前項の規定にかかわらず、実務研修、再研修及び更新研修（実務未経験者）に係る受講料等

は、申請する年度の前年度に実施したものを対象とすることができる。この場合において、

研修修了後３月以内に事業所で介護支援専門員として就労を開始するものとする。 

３　前２項の経費は、国、都道府県、他の市区町村その他の機関から他の制度による負担又は

補助を受けている場合は、補助金の交付対象としないものとする。 

（補助金の額） 

第５条　補助金の交付額は、研修受講修了者１人当たり、別表のとおりとする。 

（交付の申請） 

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、介護支援専門員研修

受講費補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）にその他必要な書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

（交付の決定） 

第７条　市長は、前条に規定する申請及び請求があった場合、その内容を審査し、補助金の交

付の可否を決定し、東かがわ市介護支援専門員研修受講費補助金交付決定通知書（様式第２

号）又は東かがわ市介護支援専門員研修受講費補助金不交付決定通知書（様式第３号）によ

りその旨を申請者に通知するものとする。 

２　市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに補助金を支給するも

のとする。ただし、補助金の支給時点において次のいずれにも該当しない場合は、支給をしな

いものとする。 

(１)　当該研修受講修了者を直接雇用している。 

(２)　当該研修受講修了者の雇用が確定し介護支援専門員としての業務に従事予定である。 

（交付決定の取消し） 

第８条　市長は、補助金の交付を決定したもの（以下「交付決定者」という。）について、次の

各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

(１)　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２)　その他市長が特に必要と認めたとき。 

https://www.city.taketa.oita.jp/section/reiki/reiki_honbun/r335RG00001296.html#e000000051
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（補助金の返還） 

第９条　市長は、前条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合にお

いて、既に補助金が交付されているときは、補助金の全部又は一部を期限を定めて請求する

ことができる。 

（補則） 

第10条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附　則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

 

 
補助対象研修 補助対象経費 補助率

 実務研修 次に該当する経費（ただし、補講に要

した経費を除く。） 

・補助事業者が負担した受講料等 

・従業者が負担した受講料等（ただし、

補助金の交付申請を行う時点又は

補助金の支給時点において、補助事

業者が従業者に対して補助金の全

部又は一部を支払うことを誓約し

た場合に対象とし、給与・賃金・諸

手当等と明確に区別されたものに

限る。） 

・受講料の２／３ 

（千円未満切捨て） 

・テキスト代の２／３

（千円未満切捨て） 

 再研修

 更新研修（実務未経験者）

 専門研修課程Ⅰ

 更新研修Ⅰ

 専門研修課程Ⅱ

 更新研修Ⅱ

 主任介護支援専門員研修

 主任介護支援専門員更新研修


